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１．港湾に関する研究体制の変遷

土木試験所～鉄道技研～運研～港研～港空研

２．港研の研究成果と社会貢献

「津波」研究の変遷

近年の「センター」の設置と活躍

３．研究所の今とこれから

第1期中長期計画から第2期へ

港空研のモットー

発表の構成
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港研の起源から現在までの変遷
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港研の起源から現在までの変遷



昭和38年8月
（港研発足から1年）

令和２年

港研本部の変化

4
検潮所



港研～港空研～うみそら研
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30年 30年



港研～港空研～うみそら研
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港研～港空研～うみそら研
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平成13年度 令和4年度

平成13年度と令和4年度の組織の比較
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アシカ島の海象観測施設の変化

2021年8月

2021年6月

久里浜港

金谷港

東京湾←太平洋

フェリー

富士山

アシカ島

（屋内）
データ処理装置

（沖合の海底）
波浪計

アシカ島の位置
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主要な津波災害
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1960年5月23日 5月24日 5月25日 5月26日 5月27日

0.5m

1926年：土木試験場

1933年：昭和三陸津波

1946年：鉄道技研

1950年：運研

1960年：チリ（バルディビア）地震津波

1962年：港研

1983年：日本海中部沖地震

1993年：北海道南西沖地震津波

2004年：スマトラ島沖地震津波

2010年：チリ（コンセプシオン）地震津波

2011年：東北地方太平洋沖地震津波



造波機外洋
湾

防波堤

1960～2000年代の津波研究
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1960年代：
単純地形で基礎的研究

1990年代：
チリ～釜石湾の計算
（平面二次元） 太平洋

釜石湾

防波堤開口
部の潜堤

2000年代：

多層・三次元モデルの
開発（STOC）



釜石湾口防波堤
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【津波】

明治三陸津波による

湾奥の浸水高を

8mから4mに低減

【波浪】

H1/3＝7.4m
Hmax=13.3m
T1/3=13.0s，

【工期】

1978年～2009年3月
（30年もの年月）

北堤
990m

南堤
670m

-62.0m

-22.0m

基礎石

コンクリートケーソン

世界最深の防波堤

としてギネス登録



2004年のインド洋津波への迅速な対応
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×
①タイ

②スリランカ

③モルジブ
M9.0

2004年12月26日
スマトラ島沖地震・インド洋

大津波が発生

年内に調査団派遣を開始

2005年1月17～18日
港空研主催の津波防災ワー
クショップ・シンポジウム

（阪神大震災から10年，国連
防災世界会議の関連）



津波防災研究センターの設立と国際WSの開催
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2005年2月
海洋・水工部を改組し
「津波防災研究センター」を設置

2005年6月
津波防災研究センター活動報告会，
大規模津波公開実験，を開催

2010年4月
「アジア・太平洋沿岸防災研究センター」に改組

2010年2月 チリ（コン
セプシオン）地震津波

2006年1月
「第2回国際沿岸防災ワークショップ」 を開催
（その後、2016年の第15回まで国内外で開催）



防波堤の津波低減効果の検証

15地震発生後の時間 (min)

防波堤あり

津波高 (m)

防波堤なし

6分間の遅れ
(４ｍの津波高) 



GPS波浪計が捉えた津波波形
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岩手北部沖

岩手中部沖

岩手南部沖

宮城北部沖

宮城中部沖

福島県沖

14:30  14:40   14:50  15:00   15:10   15:20  15:30  15:40   15:50  16:00
時刻(hr，2011年3月11日) 

測位信頼度低下

1m

陸上局から回収リアルタイムに受信

最大波 凸部

緩やかな上昇

急な上昇
+6.7m（地盤沈下の影響を除くと6.1m)

-5.1m（-6.0m）



技術アピールのためにジャーナル投稿
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粘り強い構造の提案
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ケーソン

基礎マウンド

基礎地盤

被覆ブロック
の設置

越流

浸透流

洗堀防止マットの敷設

腹付工

天端形状の工夫

津波

の設置

造波板
ストローク：14m
発生津波高：2.5m

還流装置
2m/s（水深3m，順流）

長さ：184m



国際津波・沿岸防災技術啓発事業組織委員会
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濱口梧陵国際賞

啓蒙図書



国際海洋・極地工学会ISOPE-2021での特別講演
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1. Introduction: Before the 2011 Event
はじめに：2011年の災害の前
（稲むらの火，釜石防波堤）

2. Tsunami Monitoring System
津波の観測システム
（GPS波浪計と地殻変動）

3. Numerical Models
for Tsunami Phenomena
津波現象を再現する数値計算モデル
（統合的なモデル，粒子法）

4. Coastal Defense Design
海岸堤防の設計
（粘り強さ，津波レベル1と2）

5. Conclusion
（コロナが落ち着いたら現地を見て）



情報誌PARIでの津波特集（2021年1月）
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旧リーダー新リーダー



第1期中長期計画（2016～2022年度）の4本柱
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（２） 産業と国民生活を支えるストックの形成

国際競争力確保のため港湾・空港機能の強化

インフラのライフサイクルマネジメント，有効活用

（１） 沿岸域における災害の軽減と復旧

地震災害，津波災害，高潮・高波災害への対応

（４） 海域環境の形成と活用

沿岸生態系の保全や活用，気候変動緩和策

沿岸地形の形成や維持

（３） 海洋権益の保全と海洋の利活用

海洋開発拠点形成のための港湾整備や地形保全

海洋資源や海洋再生エネルギーの調査・開発



第2期中長期計画（2023～2029年度，港空研）
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デジタルトランスフォーメーション

長寿命化

カーボンニュートラル

サイバーポート

ライフサイクルマネジメント

ブルーカーボン災害激甚化

粘り強さ

脱炭素社会

気候変動

AI ターミナル

自動化・遠隔化ビッグデータ

プラットフォーム

モニタリング

データ連携基盤

再生可能エネルギー

国土強靱化

J-ブルークレジット



港空研のモットー
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「国の内外で高く評価される質の高い研究」 と

「研究成果が実際のプロジェクトで役立つ研究」 の

二兎を追う
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